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平成２９年度答申第３０号 

平成２９年１２月２２日 

 

諮問番号 平成２９年度諮問第１９号（平成２９年８月２２日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求却下処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求に係る処分は取り消されるべきであり、本件審査請求は

棄却すべきである旨の諮問に係る判断は妥当とはいえない。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

１ 事案の経緯等 

 各項末尾掲記の資料によれば、本件の事案の経緯等は以下のとおりである。 

⑴ 故Ｍ（本籍Ａ地）は、明治４３年ａ月ｂ日、父故Ｎと母故Ｏの長男として

出生し、昭和６年にＢ海兵団に入団し、昭和８年１１月３０日、現役を満期

となり、本籍地にある実家に戻って父故Ｎ、母故Ｏと一緒に生活するように

なり、昭和１０年７月２９日、故Ｐと婚姻したが、その後も、故Ｐと共に、

父故Ｎらとの同居生活を継続した。その後、故Ｍは、昭和１４年９月１２日、

充員召集されてＢ海兵団に入団し、昭和１９年９月１７日にＣ地方面におい

て戦死した。 

審査請求人（昭和１１年ｃ月ｄ日生まれ）は、故Ｍの妹である故Ｑ（昭

和４９年１月３１日死亡）の子であって、故Ｍの姪に当たる者である。 

（改製原戸籍謄本（本籍：Ａ地、筆頭者：Ｎ）） 

（改製原戸籍謄本（筆頭者：Ｒ）） 
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（戦没者総合台帳） 

（戦没者等の遺族の現況等についての申立書（審査請求人作成、平成２７年７月６日付け）） 

（除籍謄本（筆頭者：Ｒ）） 

⑵ 故Ｍに係る戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和２７年法律第１２７号。以

下「遺族援護法」という。）に基づく弔慰金（以下「弔慰金」という。）は、

昭和２７年１２月５日、故Ｍの父である故Ｎが可決裁定を受けた。なお、故

Ｎは、昭和４０年４月９日に死亡した。 

 また、故Ｍに係る戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭和４０年

法律第１００号。以下「特別弔慰金支給法」という。）に基づく特別弔慰金

については、故Ｍの妹である故Ｓが、昭和５０年１０月２４日に第２回、昭

和６１年２月７日に第４回、平成８年１２月２４日に第６回、及び平成１７

年１２月１３日に第８回の特別弔慰金の可決裁定をそれぞれ受けた。なお、

故Ｓは、平成１９年３月１３日に死亡した。 

（戦没者総合台帳） 

（除籍謄本（筆頭者：Ｎ）） 

（簡易台帳（平成２９年４月１１日付け）） 

（簡易台帳（平成１７年１１月２２日付け）） 

（簡易台帳（平成２８年７月１２日付け）） 

（除籍個人事項証明書（筆頭者：Ｔ）） 

⑶ 審査請求人は、平成２７年７月６日、Ｄ知事（以下「処分庁」という。）

に対し、特別弔慰金支給法４条の規定に基づき、故Ｍに係る特別弔慰金請求

書を提出した（以下、当該請求書に係る請求を「本件請求」という。）。 

（戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求書（審査請求人作成、平成２７年７月６日付け）） 

⑷ 処分庁は、平成２９年１月２１日、審査請求人に対し、「あなたは、戦没

者Ｍ様の死亡当時、引き続き１年以上の生計関係を有していると認められま

せんので、このたびの戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の請求を却下しま

す。」との理由で、本件請求を却下する旨の処分（以下「本件却下処分」と

いう。）をした。 

（却下通知書） 

（「却下通知書」送付経緯（処分庁作成）） 

⑸ 審査請求人は、平成２９年２月６日、審査庁に対し、審査請求をした。 

（審査請求書） 

⑹ 審査庁は、平成２９年８月２２日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却
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すべきであるとして諮問した。 

（諮問説明書） 

２ 本件審査請求の要旨 

 審査請求人は、１歳６か月のとき、Ｅ市の故Ｑ宅から伯父故Ｍに連れられ

て、Ｆ地のＵ家に越して来た。そのまま１６歳まで入籍せず、結婚してＸと

なった。伯父夫婦、祖父母、祖父の叔母の６人家族であった。同居の証拠は、

Ｇ地の津波に全て流されて、資料館に出した写真やはがきは、戦地から伯父

が母に送ってきたものである。 

 審査請求人が８０年近く伯父の家から出なかったのは、審査請求人に寄せ

てくれた伯父の愛情に応えたかったからである。祖父母が亡くなり、養母が

再婚したため、伯父の５０年忌、祖父母の５０年忌を無事済ませた。 

 よって、本件却下処分の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

 故Ｍの死亡当時、審査請求人は故Ｍの姪であり、３親等内親族である。３親

等内親族の場合、特別弔慰金支給法２条の２第３項に規定のとおり、死亡した

者の死亡の日まで引き続く１年以上その者によって生計を維持し、又はその者

と生計関係を有していたことが特別弔慰金の支給要件となる。 

 審査請求人は、１歳６か月の頃にＨ地に住む両親の元を離れ、「Ｆ地のＵ家」

（母親の実家）において伯父である故Ｍと生活していたと主張している。審査

請求人から提出された資料は、故Ｍからの軍事郵便２通（審査請求人の母宛て、

送付年月日不明）と写真のみであり、これらにより、審査請求人及びその母親

と故Ｍとの間の交流があったことは確認できるものの、１年以上の生計関係は

証明できない。 

 また、審査請求人の父である故Ｒを戸主とする戸籍謄本によると、審査請求

人の本籍地は、出生以降現在に至るまで同一（出生時の本籍地：Ｉ地、現在の

本籍地：Ｉ’地）であり、審査請求人の住民票によると、その住所地は、出生

から現在に至るまで、Ｉ’地となっている。これらの資料からは、審査請求人

は、Ｈ地ではなく、母親の実家であるＦ地において生活していたと考えられる

が、審査請求人やその両親及び妹弟がＨ地又はＦ地のいずれでどのような生活

をしていたのかの実態は不明確であり、また、審査請求人の本籍地や住所地は、

故Ｍの本籍地及び住所地であるＡ地とは異なることからも、審査請求人と故Ｍ

との間に１年以上の生計関係があったことは確認できなかった。 

 他方、審査請求人は昭和１８年に、妹Ｖも昭和２０年に、それぞれＦ小学校に
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入学しているところ、「学齢児童氏名」と題する名簿の審査請求人の項には

「職業大工 戸主Ｒ長女」と記載された欄があり、また、Ｖの項には保護者欄

に「Ｒ二女」と、職業欄に「大工」と、それぞれ記載されていること、さらに、

審査請求人は昭和２６年度にＦ中学校を卒業しているが、同校の「卒業生名簿」

の審査請求人の項には、保護者氏名欄に「Ｎ」と記載されている。これらから、

故Ｍが死亡した時期と重なる昭和１８年から昭和２０年当時においては、審査

請求人は、親元を離れて故Ｍと共に生活していたのではなく、父や妹と共にＩ

地を本拠地として生活していたと考えられる。 

 なお、厚生労働省保管資料の「履歴原表」の家族に関する欄には、故Ｍの父

母や妻等の名はあるが、審査請求人についての記載はなかった。また、昭和２

７年７月３０日付けで故Ｍの父故Ｎが遺族年金の請求を行っているが、その住

所は「Ｉ地」となっており、審査請求人の出生から現在までの本籍地及び住民

票の住所と同じ住所である。故Ｎが審査請求人の元にいつ転籍・転居したのか

は不明であるものの、跡取りである故Ｍが戦没したことにより転籍したものと

考えられる。後に審査請求人の夫となるＷは、昭和２５年７月２２日に故Ｍの

父母と養子縁組し、昭和２８年１月２２日に審査請求人も故Ｍの父母と養子縁

組していることから、故Ｍの父母と生計関係があったものと考えられるが、こ

れは故Ｍの死亡後における事情であり、特別弔慰金の支給要件を満たすことと

はならない。 

 以上のことから、故Ｍの死亡当時において、審査請求人はその父及び妹と生

活し、故Ｍとは別々に生活していたと考えるのが妥当であり、少なくとも審査

請求人と故Ｍとの間に１年以上の生計関係があったことを積極的に裏付ける資

料はないことから、審査請求人と故Ｍとの間の生計関係を認めることはできな

い。 

 したがって、審査請求人による特別弔慰金の請求に対して、これを却下した

原処分は適正であると考えられ、原処分を維持することが妥当であり、本件審

査請求には理由がないから、棄却すべきものと考える。 
 なお、審理員意見書においても、以上と同旨の理由を述べた上で、本件却下

処分が違法又は不当なものとは認められず、本件審査請求には理由がないから

棄却されるべきであるとしている。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

⑴ 一件記録によれば、次の事実が認められる。 
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ア 審査庁は、本件審査請求の審理手続を担当する審理員として、大臣官房

総務課審理室長であるＹ１（以下「審理員Ｙ１」という。）、同室総括審

理専門官であるＹ２及び同室審理専門官であるＹ３（以下「審理員Ｙ３」と

いう。）を指名し、うち審理員Ｙ１を審理員の事務を総括する者として指

定した。 

イ 処分庁は、平成２９年３月１３日付けで、審理員に対し、弁明書及び関

係資料を提出した。また、処分庁は、同年６月２１日付けで、審理員に

対し、関係資料を追加で提出した。なお、審査請求人から反論書の提出

はなかった。 

ウ 審理員Ｙ３は、平成２９年７月２０日付けで、審理関係人に対し、審理

手続を終結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に提出する

予定時期が同月２７日である旨を通知した。 

エ 審理員Ｙ１は、平成２９年７月２１日付けで、審査庁に対し、「審理員 

Ｙ１」作成名義の審理員意見書を提出した。また、審理員Ｙ３は、同日付

けで、審査庁に対し、事件記録を提出した。 

 なお、手続に要した期間は、以下のとおりである。 

本件請求受付（Ｊ町長）：平成２７年７月６日 

      （処分庁）：同年９月１５日 

本件却下処分     ：平成２９年１月２１日（本件請求から８０週間） 

本件審査請求     ：同年２月６日（審査庁受付日） 

審理員意見書提出   ：同年７月２１日（審査庁受付日から２３週間） 

諮問書提出      ：同年８月２２日（審査庁受付日から２８週間） 

⑵ 本件諮問に至るまでの一連の手続は、前項記載のとおりであり、上記の審

理員意見書には、作成名義人として「審理員 Ｙ１」と記載されている。そ

して、同意見書の冒頭部分の末尾に「なお、本意見書は、審理員Ｙ２及び審

理員Ｙ３との合議によって作成したものである。」との記載があるが、同意

見書の作成自体も審理手続終結時の審理員全員の共同によるものであるとす

るならば、その点を明確にしておくことが望ましく、作成名義人として全員

の氏名を記載することが適切であると思料する。 

 このほか、上記のとおり本件却下処分が請求から却下処分がされるまで約

８０週もの長期間を要した必要性については疑問が残るものの、その他の点

については、本件諮問に至るまでの一連の手続に違法又は不当と認めるべき

点はうかがわれない。 
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２ 本件却下処分の違法性又は不当性の有無について 

⑴ 特別弔慰金支給法は、３条において、戦没者等の遺族には、特別弔慰金を

支給すると規定し、また、２条１項において、この「戦没者等の遺族」とは、

死亡した者の死亡に関し、平成２７年４月１日までに弔慰金を受ける権利を

取得した者をいう旨を規定しているところ、故Ｍに係る弔慰金の可決裁定を

受けた者は故Ｎであることは、上記第１の１⑵に記載のとおりである。また、

故Ｍに係る特別弔慰金支給法に基づく特別弔慰金は、故Ｓが累次にわたって

受給したこと、及び同人は平成１９年３月１３日に死亡したことも、上記第

１の１⑵のとおりである。 

⑵ ところで、特別弔慰金支給法２条の２第３項は、｢弔慰金を受ける権利を

取得した者が前条第３項各号のいずれかに該当し、かつ、平成２７年４月１

日に当該死亡した者の子がなかつた場合において、同日において前２項の規

定により戦没者等の遺族とみなされる者がなかつたときは、遺族援護法第３

５条第１項に規定する配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹以外の３

親等内の親族（死亡した者の死亡の日まで引き続く１年以上その者によつて

生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者（死亡した者の遺族援護

法第２条第１項に規定する軍人軍属たることによる勤務がなく、又はその者

が同条第３項に規定する準軍属とならなかつたならば、この条件に該当して

いたものと認められる者を含む。）に限る。）で、同日において第１項第１

号又は第２号に該当しなかつたもののうち、死亡した者の葬祭を行つた者、

その他の者の順序による先順位者を戦没者等の遺族とみなす。」と定めてい

る。 

 また、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法施行規則（昭和４０年厚

生省令第２７号。以下「施行規則」という。）１条３項４号は、請求者が特

別弔慰金支給法２条の２第３項に該当する者として請求する場合においては、

施行規則１条１項所定の特別弔慰金請求書に、「請求者が死亡した者の死亡

の日まで引き続く１年以上その者によつて生計を維持し、又はその者と生計

を共にしていたことを認めることができる書類」を添えなければならないと

している。 

⑶ 審査請求人は、同人が特別弔慰金支給法２条の２第３項所定の３親等内の

親族であり、生計関係についても同項所定の要件を満たしていると主張して、

本件請求を行ったところ、提出された資料では生計関係を有していたものと

認められないとして請求を却下されたため、これを不服として、本件審査請
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求を申し立てているものである。 

⑷ 審査請求人は、本件請求において、故Ｍとの生計関係について、自ら作成

した平成２７年７月６日付け「戦没者等との生計関係申立書」において、要

旨、「昭和１２年１０月から、Ｉ’地において、祖父故Ｎと伯父故Ｍの漁業

収入で審査請求人を含め家族（故Ｎ、故Ｏ（故Ｍの母）、故Ｐ（故Ｍの妻）

及び故Ｚ（故Ｎの叔母））で生活していた。故Ｍの送金は子供だったので分

かりません。」と主張し、あわせて、戸籍関係書類を提出している。なお、

処分庁は、改製原戸籍謄本（筆頭者：Ｒ）、除籍謄本（筆頭者：Ｒ）及び除

籍謄本（筆頭者：Ｎ）についても、平成２９年３月１３日付けで、弁明書の

証拠書類として、審理員に提出している。 

 また、審査請求人は、審査請求時に、故Ｍが故Ｑに差し出した郵便往復は

がき２通を提出している。 

 さらに、処分庁は、弁明書提出後、平成２９年６月２１日付けで、審理員

に対し、次のとおり、審査請求人が入学したＦ小学校の名簿及びその他の資

料を送付している。 

① 表紙に「学齢児童氏名」と記載された簿冊の一部（Ｆ小学校作成） 

② 表紙に「明治参拾弐年以降 尋常高等小学校尋常科・国民学校初等科・

小学校六ヵ年課程卒業者名簿」と記載された簿冊の一部（Ｆ小学校作成） 

③ 表紙に「昭和二十二年度起 卒業生名簿」と記載された簿冊の一部（Ｆ

中学校作成） 

④ 戸籍附票謄本（附票に記録されている者：Ｘ） 

⑤ 住民票抄本（氏名：Ｘ） 

⑥ 除籍謄本（筆頭者：Ｎ） 

⑦ 改製原戸籍謄本（本籍：Ｉ地、筆頭者：Ｎ）（欄外の余白部分に「本籍

地が変更したことが記載された戸セキはありません。」との書き込みあり） 

⑸ア 当審査会が平成２９年９月２７日及び同年１０月５日に、審査請求人に

対して行った照会に対し、同人から、同月４日及び同月１０日にされた回

答は、要旨、次のようなものである。 

① Ａ地とＩ地は、同一の場所であり、同地には、母屋と離れの２軒が

あった。Ｆ小学校に入学した昭和１８年頃は、審査請求人は、故Ｎ、

故Ｏ、故Ｐ、故Ｚの４人と共に母屋に住んでいた。 

② 昭和１９年春に故Ｑと妹３人が疎開してきて、この４人は、離れに

住んでいた。末の妹がまだ１歳に満たなくて、おんぶをしてあやした
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記憶がある。３人も妹が来たので嬉しくて一緒に田んぼへレンゲを摘

みに行った。 

③ 故Ｒは、軍需工場に勤めていて、Ｆ地には来なかった。故Ｒとは、

一度も一緒に暮らしたことはない。ただし、故Ｑの死亡後、故Ｒが審

査請求人のところへ来たので、１０年介抱して見送った。 

④ 故Ｑらが疎開してきた後の普段の食事については、母屋と離れの間

に炊事場があったので、そこで一緒に食べたり、別のときもあった。 

⑤ 故Ｎの漁業について、故Ｎは、鰹船を出していて、船員も数名乗り

組んでいた。ほかに、敷網漁もしていたので、網船もあった。故Ｒか

らは少々仕送りはあったようである。家には田畑があるので、食べる

ことには困らなかったと思う。 

イ ところで、改製原戸籍謄本（筆頭者：Ｒ）、戸籍附票謄本（附票に記録

されている者：Ｘ）、改製原戸籍謄本（本籍：Ｉ地、筆頭者：Ｎ）及び

住民票抄本（氏名：Ｘ）から、審査請求人は、Ｉ地（Ｆ町は、市町村合

併により、平成１８年ｅ月ｆ日以降はＪ町）において出生し、以来同所

に居住していたことが推定できる。 

 また、故Ｎ及び故Ｍが記載されている改製原戸籍謄本（本籍：Ａ地、

筆頭者：Ｎ）及び改製原戸籍謄本（本籍：Ｉ地、筆頭者：Ｎ）によると、

両戸籍の前戸主及び戸主はそれぞれ同一人物であるものの、本籍欄には、

前者ではＡ地、後者ではＩ地との記載があり、加えて、後者には、「司

法大臣ノ命ニ依リ昭和２２年１２月１０日改製ス」との記載があるとと

もに、欄外の余白部分に「本籍地が変更したことが記載された戸籍はな

い」旨の書き込みがされていることから、Ａ地とＩ地は、表記は異なる

ものの、実際は同一場所であると考えられる。 

  さらに、改製原戸籍謄本（筆頭者：Ｒ）によると、審査請求人の母故Ｑ

は、昭和１３年ｇ月ｈ日にＫ市で二女を出産し（出生届は故Ｒが届出）、

昭和１６年ｉ月ｊ日にＥ市で三女を出産し（出生届は故Ｒが行い、Ｅ市

長が受付）、昭和１８年ｋ月ｌ日にＥ市で四女を出産し（出生届は故Ｒ

が行い、Ｅ市長が受付。四女の死亡届も同年４月１日に故Ｒが行い、Ｅ

市長が受付）、及び昭和１９年ｍ月ｎ日にＥ市で五女を出産している

（出生届は故Ｒが行い、Ｅ市長が受付）ことが確認できる。また、故Ｑ

宛て郵便往復はがき２通により、故Ｍが、故Ｑが三女、四女及び五女を

出産した場所と同一の住所に宛てたはがきを差し出している時期は、昭
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和１８年５月５日及び同年８月１５日と推定できる。これらによれば、

故Ｑと故Ｒは、昭和１３年ｇ月から昭和１９年ｍ月までの間、Ｋ市及び

Ｅ市に居住し、Ｉ地にいた審査請求人と離れて暮らしていたと推定する

のが相当である。 

   これらによれば、上記ア記載の審査請求人の回答の内容は、客観的な事

実と大きく矛盾するところはなく、Ａ地とＩ地は、表記は異なるものの、

実際は同一の場所であり、審査請求人は、昭和１８年９月頃から故Ｍが

死亡した日（昭和１９年９月１７日）までの間、故Ｎら４人と一緒に生

活していたという審査請求人の主張は、理由があるものと認められる。 

ウ この点について、「学齢児童氏名」（Ｆ小学校作成）及び「昭和二十二

年度起 卒業生名簿」（Ｆ中学校作成）により、審査請求人は、昭和１８

年にＦ小学校に入学し、昭和２３年度に同校を卒業し、及び昭和２６年度

にＦ中学校を卒業したことが確認できる。また、改製原戸籍謄本（本籍：

Ｉ地、筆頭者：Ｎ）により、審査請求人は、昭和２８年１月２２日に、故

Ｎ及び故Ｏと養子縁組をしていることが確認できる。 

審査庁は、上記「学齢児童氏名」に審査請求人の保護者が故Ｒと記載さ

れていることなどから、諮問説明書において、要旨、「故Ｍが死亡した時

期と重なる昭和１８年から昭和２０年当時においては、審査請求人は、親

元を離れて故Ｍと共に生活していたのではなく、故Ｒや妹とともにＩ地を

本拠地として生活していたと考えられる。」と説明するが、上述のとおり、

故Ｑが昭和１３年ｇ月から昭和１９年ｍ月までの間、複数の幼児とともに

Ｋ市及びＥ市で生活している状況において、故Ｒが故Ｑらと離れてＦ町で

暮らすということは、特段の理由がない限り不自然であって、上記「学齢

児童氏名」の審査請求人の欄に「職業大工戸主Ｒ長女」と記載されている

ことについては、審査請求人と故Ｒの戸籍上の続柄を記載したにとどまる

ものと解するのが相当である。 

エ したがって、審査請求人は、少なくとも、Ｆ小学校に入学した昭和１８

年４月から戦後に至るまで継続して、Ｉ地において故Ｎらと一緒に生活

し、途中、昭和１９年春に故ＱらがＦ町に疎開してきたことにより故Ｒ

からの仕送りがあった可能性はあるものの、いずれにしても、故Ｎの漁

業収入によって生計を維持していたものであり、故Ｎらとの生計同一関

係があったことが認められる。 

⑹ 以上によれば、審査請求人は、故Ｍが軍人軍属たることによる勤務がなく、
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又はその者が準軍属とならなかったならば、特別弔慰金支給法２条の２第３

項に規定する「死亡した者の死亡の日まで引き続く１年以上その者によつて

生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者」に該当すると認めるの

が相当であることから、本件審査請求は棄却すべきであるとした審査庁の判

断は妥当とはいえない。 

３ よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 
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